
令和４年度第３回公立大学法人滋賀県立大学教育研究評議会 議事録 

 

日時・場所： 令和４年６月７日（火）13：30～14：55  教授会室 

出 席 者 ： 廣川理事長（議長）、宮川副理事長、山根理事、安原理事、髙橋理事、 

井手環境科学研究院長、南川先端工学研究院長、棚瀬人間文化学研究院長、 

伊丹人間看護学研究院長、村上環境科学部長、徳満工学部長、 

京樂人間文化学部長、糸島人間看護学部長、八里事務局次長、遠山委員、 

森委員、矢吹委員 

事 務 局 ： 山田総務課長、髙木財務課長、寺村経営企画課長、川分学生・就職支援課長、 

郡田教務課長、山中地域連携・研究支援課長、出口高等専門学校開設準備室長、 

前田課長補佐、藤居主幹 

 

議事に先立ち、理事長から実習調査船「はっさかⅡ」で発生した事故について、お詫びが

あった。 

 

 令和４年度第２回公立大学法人滋賀県立大学教育研究評議会議事録（案）について、原案

のとおり承認された。 

令和４年度第１回公立大学法人滋賀県立大学教育研究評議会議事録（案）について修正案

のとおり承認された。 

 

議  題 

 

審議事項 
 
  １ 教育研究評議会からの理事長選考会議委員の選出について 

   山田総務課長から資料に基づき説明があり、審議の結果、学外委員として遠山委員が選出

された。 

 

２ 令和３事業年度における業務の実績に関する報告書（案）について 

      寺村経営企画課長から資料に基づき説明があり、審議の結果、原案のとおり承認された。 

[主な意見・質疑等] 

・教員研修会の開催頻度はどのくらいか。 

   →この２年は、コロナの影響もあり対面での実施が厳しく、年２～３回程度であった。 

  ・E ラーニングを行ったのか。 

   →内容によって対面で実施したものをオンデマンドで配信した研修もあり、コロナ禍にあ

っても多くの先生に受講してもらえるよう実施している。 

  ・研修関係の事業を見ると、例えば人権研修について毎年参加率 100％を目指す目標であれ

ば、オンデマンド等を活用すべきだと思う。 

  ・未来人財基金への寄付について、県のふるさと納税制度に加えてもらったものの目標に達

していないが、県立大学の応援のために寄付した人に対して、県の返礼品に合わせてそれ

以上の何かはあるのか。 

   →返礼品について、県立大学のために寄付した人に対して、特別なものがあるとは聞いて 

いない。追加情報があれば連絡する。 

 

３ 第３期中期目標・計画期間終了時の見込評価（案）について 

    寺村経営企画課長から資料に基づき説明があり、審議の結果、原案のとおり承認された。 



[主な意見・質疑等] 

  ・資料 56 頁の「障害を抱える」という表現を「障害のある」に訂正していただきたい。 

   →修正を行う。 

 

報告事項 
 

１ 新型コロナウイルス感染症にかかる第 42 回、第 43 回危機対策本部本部員会議 

宮川副理事長より資料に基づき報告があった。 

 

２ 学科名の変更について 

      徳満工学部長より資料に基づき、学科名の変更について、文部科学省への届出を行い 

令和５年４月１日から変更する旨報告があった。 

 

 ３ 人事異動について 

   廣川理事長より資料に基づき報告があった。 

 

４ 令和３年度卒業・修了者の進路状況等について 

 川分学生・就職支援課長より資料に基づき報告があった。 

 

 ５ 令和４年度在籍学生数の状況について 

川分学生・就職支援課長より資料に基づき報告があった。 

 

 ６ 地域活性化人材育成事業（SPARC）について 

山中地域連携・研究支援課長から資料に基づき報告があった。 

 

 ７ 博士研究員の受入について 

   村上環境科学部長より資料に基づき報告があった。 

 

８ 各委員会の結果の概要について 

（１）令和４年度第２回衛生委員会 
（２）令和４年度第１回入学試験委員会 
（３）令和４年度第１回地域連携推進本部本部員会議 

 
その他 

・日野町との包括連携協定の締結について山中地域連携・研究支援課長より６月２日に日野町、

一般社団法人地域活性化センター、滋賀県立大学による３者協定ならびに本学と日野町との

２者による包括連携協定を締結した旨の説明があった。 
 ・実習調査船「はっさかⅡ」で発生した事故後の対応について、村上環境科学部長から環境科学  

部から具体的な安全対策について理事長に報告し、事前の安全教育の徹底および、船、港湾に 
おける危険個所の明示を行ったうえで５月２３日から運行を再開したこと。また、プレス発表 
後に、負傷された学生に対して面談し、再度謝罪を行い、本人からは、この事故をきっかけに 
本学の研究活動に関する安全意識が向上することを期待されていたと報告があった。 
また、事務局次長から、現在、６月末を期限として、全学で安全総点検を実施し、当該点検の   
結果を踏まえて大学としての対応を考えていく旨報告があった。 

 


